
障害者虐待の防止と対応

（令和８年度 相談系サービス集団指導）

令和８年７月

健康福祉局障害施策推進課



本日の流れ
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１ 障害者虐待防止法とは

２ 障害者虐待とは

３ 虐待事例への対応状況★

４ 障害者福祉施設従事者の役割★

５ 横浜市の体制★

（参考）障害者差別解消の推進



１  障害者虐待防止法とは
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（目的）
第１条 この法律は、･･････障害者に対する虐待の禁止、障害者虐待
の予防及び早期発見その他の障害者虐待の防止等に関する国等の責
務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のため
の措置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養護者
による障害者虐待の防止に資する支援････のための措置等を定める
ことにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施
策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的と
する。

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等
 に関する法律（平成24年10月１日施行）

我が国４番目の虐待防止法



２  障害者虐待とは

定義 行為の主体

養護者による障害者虐待 家族や親族、同居人等

障害者福祉施設従事者等に
よる障害者虐待

障害者総合支援法に規定する「障害者福
祉施設」または「障害福祉サービス事業等
に係る業務に従事する者（一般相談支援
事業及び特定相談支援事業 含む）

使用者による障害者虐待

障害者を雇用する事業主または事業の経
営担当者その他その事業の労働者に関す
る事項について事業主のために 行為を
する者
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○行為の主体による分類
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２  障害者虐待とは

区分 主な内容

身体的虐待
暴力や体罰によって身体に傷やあざ、痛みを与える行為、身体を縛りつけたり、
過剰な投薬による身体の動きを抑制する行為

性的虐待
性的な行為やその強要（表面上は同意しているように見えても、本心からの同
意を見極める必要がある）

心理的虐待
脅し、侮辱などの言葉や態度、無視、嫌がらせなどによって精神的に苦痛を与
えること。

放棄・放任

（ネグレクト）

食事や排泄、入浴、洗濯など身辺の世話や介助をしない、必要な福祉サービス
や医療・教育を受けさせない等によって障害者の 生活環境や身体・精神的状
態を悪化、又は不当に保持しないこと。

経済的虐待
本人の同意なしに（あるいはだますなどして）財産や年金、賃金を使ったり勝手
に運用し、本人が希望する金銭の使用を理由なく制限すること。
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２ 障害者虐待とは
～身体拘束に対する考え方

身体拘束が日常化することにより更に深刻な虐待への第一歩となる危険性

やむを得ず身体拘束する場合であっても
→ その必要性を慎重に判断。  その範囲も最小限に。

障害者虐待防止法では･･･
「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」＝身体的虐待

切迫性 非代替性 一時性

やむを得ず身体拘束を
行うときの留意点

（３つの要件）

「身体拘束ゼロへの手引き」（厚生労働省 身体拘束ゼロ作戦推進会議）
平成13年３月



7

３  虐待事例への対応状況

79%

20%

2% 横浜市における虐待通報受付状況

（令和６年度）

養護者

障害者福祉施設従事者

使用者



３  虐待事例への対応状況
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ポイント

虐待であると判断されていない
案件の中には、
支援上の問題がある案件もある。



４ 障害者福祉施設従事者等の役割
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＜障害者虐待防止法が定めるもの＞

○障害者虐待の防止等のための措置

・職員研修の実施

・利用者及びその家族からの苦情を処理する

ため体制の整備 など

○障害者虐待に係る通報

○障害者虐待の早期発見



４ 障害者福祉施設従事者等の役割
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（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の防止等のための措置） 
第15条 障害者福祉施設の設置者又は障害福祉サービス事業等を行う者は、障害者福祉施
設従事者等の研修の実施、当該障害者福祉施設に入所し、その他当該障害者福祉施設を利
用し、又は当該障害福祉サービス事業等に係るサービスの提供を受ける障害者及びその家
族からの苦情の処理の体制の整備その他の障害者福祉施設従事者等による障害者虐待の
防止等のための措置を講ずるものとする。

（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待に係る通報等） 
第16条 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した
者は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。 

（障害者虐待の早期発見等）
第６条
２ 障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉に業務上関係のある団体
並びに障害者福祉施設従事者等、学校の教職員、医師、歯科医師、保健師、弁護士その他障
害者の福祉に職務上関係のある者及び使用者は、障害者虐待を発見しやすい立場にあるこ
とを自覚し、障害者虐待の早期発見に努めなければならない。 



４ 障害者福祉施設従事者等の役割
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＜横浜市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備、運営等の基準に関する条例＞

（指定障害福祉サービス事業者の一般原則）

第３条

３ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行
うとともに、その従業者に対し、研修の実施その他の措置を講じなければならない。

（身体拘束等の禁止）

第36条の２ 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命
又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（
以下「身体拘束等」という。）を行ってはならない。

２ 指定居宅介護事業者は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者
の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録しなければならない。

３ 指定居宅介護事業者は、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。

(1) 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ
るものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。

(2) 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

(3) 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。



４ 障害者福祉施設従事者等の役割
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＜横浜市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備、運営等の基準に関する条例＞

（虐待の防止）

第41条の２ 指定居宅介護事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる
措置を講じなければならない。

(1) 当該指定居宅介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ
電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結
果について、従業者に周知徹底を図ること。

(2) 当該指定居宅介護事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的
に実施すること。

(3) 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

（運営規程） «生活介護の例»

第91条 指定生活介護事業者は、･･運営規程･･を定めておかなければならない。

(11) 虐待の防止のための措置に関する事項



４ 障害者福祉施設従事者等の役割

「障害者福祉施設等における 障害者虐待の防止と対応の手引き」

令和６年７月 厚生労働省

「障害者虐待防止の研修のためのガイドブック」

令和４年１月 全国社会福祉協議会

「障害者虐待防止の手引き」

平成24年10月 全国社会福祉協議会

障害者の虐待防止に関する検討委員会

「市町村・都道府県における 障害者虐待の防止と対応の手引き 」

令和６年７月 厚生労働省
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４ 障害者福祉施設従事者等の役割

こんなことも虐待に当てはまります（国の手引きの例示）

・医学的判断に基づかない痛みを伴うようなリハビリの強要
・無理矢理食事や飲み物を口に入れる
・自分の意思で出られないようにドアに施錠
・排泄や着替えの介助がしやすいという理由で、下着のまま放置する
・怒鳴る、悪口を言う
・こどものように扱う
・職員の都合で、トイレに行けるのにおむつをさせる、歩けるのに車椅子での移
動を強要する、不必要な全介助
・処方どおりの服薬をさせない
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５ 相談系サービス従事者の役割

（障害者虐待の早期発見等）
第６条
２ 障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉
に業務上関係のある団体並びに障害者福祉施設従事者等、学校の
教職員、医師、歯科医師、保健師、弁護士その他障害者の福祉に職
務上関係のある者及び使用者は、障害者虐待を発見しやすい立場
にあることを自覚し、障害者虐待の早期発見に努めなければなら
ない。 

〇皆さんは障害者虐待を発見しやすい立場です。

〇障害者虐待の早期発見について努力義務が
あります。
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５ 相談系サービス従事者の役割

「障害福祉サービス事業者等」に係る業務に従事する
者として、自らが虐待を行わないこと

利用者に対し、養護者、障害者福祉従事者等、使用者
からの虐待が疑われる場合、通報義務があること

虐待通報について、
●相談員からの通報が年々、増えています。
●一方、利用者から「相談員に相談したけれど、対応してもらえなかっ
た」と虐待防止センターに連絡が入ってくることもあります。
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ポイント（お願いしたいこと）

利用者・家族のちょっとした変

化に気づき、気に留めることが

大事です。

５ 相談系サービス従事者の役割



６  横浜市の体制
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○市町村障害者虐待防止センター（障害施策推進課）

・通報、届出の受理（窓口）

・養護者による虐待の防止及び養護者による虐待を受けた障害者の

保護のため、障害者及び養護者に対する相談、指導及び助言

・障害者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する広報その他の

啓発活動

（市町村障害者虐待防止センター）

第32条 市町村は、障害者の福祉に関する事務を所掌する部局又は当該市町村が設置

する施設において、当該部局又は施設が市町村障害者虐待防止センターとしての

機能を果たすようにするものとする。



６  横浜市の体制
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○障害者虐待通報・届出窓口の設置

○開設日 平成24年10月１日

○受付時間 24時間365日 専用回線により対応

○実施体制 精神保健福祉士や社会福祉士等を配置し、専門性

を有する事業者へ業務委託（市町村虐待防止セン

ターの一部業務を委託により実施）

※ 通報等の内容から虐待が疑われるケース
健康福祉局に連絡するとともに、生命・身体に重大な危険が

生じている恐れがあるなど、緊急性が高い場合には、直ちに
警察等へ通報

ＴＥＬ ０４５－６６２－０３５５（24時間受付）
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横浜市障害者虐待防止センター

本市における障害者虐待通報・届出の対応フロー

障害者虐待通報・届出

通報・届出窓口

養護者による
虐待の場合

障害者福祉施設
従事者等による
虐待の場合

使用者による
虐待の場合

区役所 健康福祉局
神奈川県

神奈川労働局

事実確認、適切な障害福祉サービス等の提供、養護者に対する支援など
 行政権限の適切な行使（障害者総合支援法に基づく勧告、命令、指定取消等）

◎改善指導の例（施設）
・虐待防止改善計画
の作成

・第三者委員による
改善状況の確認など
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ポイント（お願いしたいこと）

・虐待（疑い含む）は通報を。

・事実確認に

ご協力をお願いします。

利用者の権利擁護を担う皆様へ


